山都町農業委員会
農地法第５条許可申請の提出書類一覧表

提出期限は毎月２５日です。（２５日が閉庁日の場合はその前の開庁日）
	
	提出書類
	内　　容
	2部目以降の
コピーの可否
	チェック欄

	1 
	農地法第５条の規定に
よる許可申請書
※申請日の記入は不要
	申請用紙に記入漏れ、間違いのないよう記入(裏面有)。 
	不可
	

	2 
	 土地登記簿謄本
※原本かつ発行から３ヶ月以内
	全部記載事項証明書（最寄の法務局:大江本局、阿蘇大津支局、御船法務局証明ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ）
	可
	

	③
	 事業計画書
	申請地の利用目的、建設しようとする建物または施設の面積などの利用計画を記載する。
	可
	

	④
	 資金計画書
	工事見積額などをどうまかなうかの計画書で、自己資金・借入金等について記載する。（見積書要）
	可
	

	⑤
	 資金証明書
※転用済は不要
	④の資金計画書の総事業費の額を超えること。金融機関の残高証明または融資証明等を添付する。
	可
	

	⑥
	 位置図
	申請地の位置及び周辺の状況を表示する図面
	可
	

	⑦
	字図等
	申請地の地番を表示する字図の写し等
（最寄の法務局：大江本局、阿蘇大津支局）
	可
	

	⑧
	 配置図

（土地利用計画図）
	申請地をどのように利用するかの平面図
（建設する建物等の位置や距離を表示したもの）
※一部転用の場合は実測図要(所有権移転なら分筆要)
	可
	

	⑨
	 給排水計画図
※植林の場合(自然浸透)も要
	給水、生活雑排水、雨水の排水処理計画図面。

（大規模な転用の場合は説明書も添付する）
	可
	

	⑩
	その他の図面
	造成計画図（縦･横)、建築物の設計図（平面･立面）
	可
	

	⑪
	 排水同意書
	その地区の区長の同意書
	可
	

	⑫
	 転用行為の妨げとなる権
利を有する者の同意書
	転用行為の妨げとなる権利を有する者が存在する場合、同意書が必要。隣接農地がある場合など。
	可
	

	⑬
	（根）抵当権者の同意書
	（根）抵当権が設定されている場合に添付する。
	可
	

	⑭
	貸借契約書
	貸借がある場合、添付する。
	可
	

	⑮
	 土地改良区意見書
	当該土地改良区の意見書
	可
	

	⑯
	農用地区域に関する証明
	農振農用地区域に含まれていない証明。
	可
	

	⑰
	 始末書
	既に転用済みの場合に添付。文面には、｢いつ｣｢誰が｣｢どのような理由で｣についても記載する。
	可
	

	⑱
	 その他参考となる書類
	現地写真を３枚程添付。
	可
	

	【申請人が法人の場合に別途必要な提出書類】

法人登記事項証明若しくは定款または寄付行為の写し
【提出書類の必要部数】

転用面積が3,000㎡以下は２部、超える場合３部提出してください。

【申請書の提出から許可書交付まで】

申請書の提出後、地元農業委員と３者で現地を確認して農業委員会総会に諮ります。その後、農業委員会から熊本県の審査会を経て、県知事から許可が下ります。
許可証交付については農業委員会から申請者宛通知し、本庁または各支所で受領いただきます。


